
（平成２５年７月１８日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認九州地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件



九州（大分）厚生年金 事案 4737 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 59 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 15

万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年 12月 30日から 59年１月１日まで 

私は、昭和 59 年１月１日付けで、Ａ社からＣ社に移籍したのに、Ａ社に

係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日が、58 年 12 月 30 日とされている

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する人事辞令原簿の記録に、申立人が、昭和 58 年 12 月 31 日付

けでＣ社へ移籍のため退社した旨の記載が確認できること、同社の回答及び申

立期間当時に申立人と同様にＡ社からＣ社に移籍した同僚の供述から判断する

と、申立人がＡ社に継続して勤務していたことが確認できる上、申立人のＡ社

における業務内容及び勤務形態が変わった事情もうかがえない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、申

立人は申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票における昭和 58 年 11 月の記録から、15 万円とする

ことが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、前述の人事辞令原簿の記録により、申立人と

同様に、昭和 58 年 12 月 31 日付けでＡ社からＣ社に移籍のため退社した同僚

  



二人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日が、申立人と同じ同年 12月 30日と

なっていることが確認でき、社会保険事務所（当時）が申立人と同様に移籍し

た全員の資格喪失日を誤るとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 4738 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（後の、Ａ社Ｂ本社。現在は、

Ａ社）における資格取得日に係る記録を昭和 49 年３月 31 日に訂正し、同年

３月の標準報酬月額を 17万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、昭和 46 年１月にＡ社からＣ社に出向し、49 年３月にＡ社に復職し

た後、同社に継続して勤務したが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録

が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及びＡ社の回答から判断すると、申立人が申立期

間において同社に継続して勤務し（Ｃ社からＡ社に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、事業主は、申立人を昭和 49 年３月 16 日付けで

Ａ社Ｂ本社へ異動させたと回答しており、申立人は、同日以降は同社に在籍

していたと考えられることから、同年３月 31日とするのが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 49 年

４月の厚生年金保険被保険者名簿の記録から 17 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が事務手続に誤りがあったことを認めていることから、事業主

は、申立てどおりの資格取得日を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 49 年３月の保険料の納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。

  



九州（佐賀）厚生年金  事案 4739 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の船員保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 34年 12月 14日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 9,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年 12月 14日から 35年２月１日まで 

 私は、昭和 34年 12月 14日からＡ社に勤務し、給与から船員保険料を控

除されていたので、申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持するＡ社の給与支給明細表及び船員手帳の記録により、申立

人が同社に昭和 34 年 12 月 14 日から継続して勤務し、申立期間に係る船員

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、前述の給与支給明細表で確認

できる船員保険料控除額により、9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行

については、Ａ社は昭和 48 年２月 16 日にＢ社に商号変更後、51 年 11 月 22

日に解散し、当時の事業主も既に死亡しており回答を得ることはできないが、

申立人に係る船員保険被保険者資格の取得日と、前述の船員手帳の失業保険

金支給関係における「被保険者であった期間」欄（失業保険給付の計算基礎

となる被保険者期間）の始期（昭和 35 年２月１日）とが一致していることか

ら、海運局（当時）及び県保険課（当時）の双方が誤って記録したとは考え

難く、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、県保険課は、申立

人に係る 34 年 12 月及び 35 年１月の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 4740 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、それぞれの申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取

り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を、申立

期間①は 17万 7,000円、申立期間②は 19万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 25日 

         ② 平成 18年７月 20日 

私は、申立期間①及び②について、Ａ社から支給された賞与から厚生年

金保険料が控除されているにもかかわらず、年金額に反映されない記録と

なっていることに納得できない。 

申立期間①及び②の標準賞与額を年金額に反映される記録に訂正してほ

しい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②について、標準賞与額の年金記録に係る確認に

ついて申し立てているが、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う

標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、申立人が所持

する賞与明細書及びＡ社が提出した賞与明細書から、申立期間①は 17 万

  



7,000円、申立期間②は 19万円とすることが妥当である。 

  なお、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅し

た後の平成 20 年 10 月 24 日に、事業主が申立期間当時に事務手続を行ってい

なかったとして、賞与支払届を提出していることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

 

 

  



九州（熊本）国民年金 事案 2673（熊本国民年金事案 248の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年７月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年７月から 37年３月まで 

 前回の申立てにおいて、申立期間の国民年金保険料については納付してい

たものとは認められなかったが、私が主張している住居地に、申立期間当

時居住していたことは間違いないので再度調査してほしい。住居地が確認

できれば、申立期間に保険料を納付していたことが分かると思うので、当

該期間を納付済期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）国民年金手帳記号番号の払出日が昭

和 39年８月から同年 10月頃と推認されることから、申立期間は、保険料を納

付できない期間であること、ⅱ）別の記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情が見当たらないこと、ⅲ）申立人は保険料の納付に関与しておらず、

申立人の保険料を納付したとする申立人の父親は既に死亡しており、国民年金

の加入状況及び保険料の納付状況が不明であることなどを理由として、申立期

間の保険料を納付していたものと認めることはできないとの判断がなされ、既

に年金記録確認熊本地方第三者委員会（当時。以下「熊本委員会」という。）

において平成 20年 12月 17日付けで通知が行われている。 

  今回、申立人は、新たな資料や証拠は無いものの、申立人が主張している申

立期間当時のＡ市における住居地（Ａ市Ｂ区Ｃ町＊番地）について、第三者委

員会で確認できれば、保険料を納付していたことが分かると主張して、再度申

立てを行っている。 

しかしながら、申立期間当時、「Ｂ区」及び「Ｃ町」という地名がＡ市に

おいて通称として使用されていたことから、申立人の主張する住居地と戸籍の

附票における住居地が一致していることが確認できたものの、これは、当初の

 

 

 



熊本委員会の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

なお、熊本委員会では、申立人の記号番号は、昭和 39 年８月から同年 10

月頃までに払い出されたと推認したものであるが、今回、当委員会においてＡ

市の国民年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳について調査を行ったと

ころ、それらの記録等から申立人の記号番号は、38 年４月頃に払い出された

可能性もあることが分かった。 

しかしながら、前述の被保険者名簿及び被保険者台帳の納付記録は、オン

ライン記録と一致しており、申立期間は未納と記録されていることや、申立期

間の保険料が過年度納付されたとする事情等も無いことなどから、申立人の記

号番号が昭和 38 年４月頃に払い出されていた可能性があることのみをもって、

これまでの決定を変更すべき事情とまでは認めることができない。 

そのほかこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

  



 

九州（熊本）国民年金 事案 2674 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年６月から 59 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年６月から 59年３月まで 

私は、昭和 58 年６月 30 日に会社を退職後、同年７月頃に社会保険事務

所（当時）で国民年金の加入手続を行った。国民年金が大事なものである

ことは、両親から常々言われており、国民年金保険料は送られてきた納付

書の納付期限を確認した上で、期限までに自宅近くの金融機関で納付した

はずなのに、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年７月頃に国民年金の加入手続を行った旨主張している

ものの、国民年金手帳記号番号払出補助簿により、申立人の国民年金手帳記号

番号は、60 年９月頃に払い出されていることが確認できる上、オンライン記

録の被保険者記録照会（備考）欄に「シヨクケンテキヨウ」と記録されている

ことが確認できるところ、日本年金機構Ａブロック本部Ｂ事務センターは、当

該記録について、申立人は国民年金に未加入であったため、職権で国民年金の

被保険者として適用したものと考えられる旨回答している。 

また、オンライン記録によると、申立人の国民年金被保険者資格の取得日

は、当初、昭和 58 年７月１日と記録されていたものの、平成 10 年７月 14 日

付けで昭和 58年６月 30日に訂正されていることが確認でき、申立期間のうち

同年６月については、前述の記録訂正が行われるまでは未加入期間であり、当

該期間の国民年金保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人に別の記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も

見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

  



九州（鹿児島）厚生年金  事案 4741 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35年４月頃から同年８月９日まで 

         ② 昭和 35年９月 20日から同年 10月３日まで 

         ③ 昭和 36年３月 11日から 37年 11月３日まで 

         ④ 昭和 40年２月頃から 43年 10月頃まで 

申立期間①について、年金事務所の記録では、私のＡ社における厚生年

金保険被保険者資格の取得日は、昭和 35 年８月９日となっているが、同年

４月頃から勤務していたと記憶している。 

申立期間②及び③について、昭和 35 年９月 20 日から 37 年 12 月 21 日ま

での期間、Ｂ社に勤務していたが、厚生年金保険被保険者記録は、35 年 10

月３日から 36 年３月 11 日までの期間及び 37年 11 月３日から同年 12 月 21

日までの期間しか確認できなかった。 

また、申立期間④についてはＣ社（現在は、Ｄ社）にそれぞれ勤務して

いたが、年金事務所に厚生年金保険の記録照会を行ったところ、被保険者

記録が無いことが分かった。 

全ての申立期間について勤務していたことは間違いないので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人を記憶している同僚の供述から判断すると、

申立人が申立期間の一部についてＡ社に勤務していたことはうかがえる。 

   しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ａ社は既に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、当時の事業主も所在が不明のため、申立人の

申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況、事業主による厚生

年金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることがで

 

  



きず、申立人の申立期間①に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間当

時、厚生年金保険の被保険者期間が確認できる複数の同僚は、同社では試用

期間があり、入社と同時に厚生年金保険に加入させていなかった旨の供述を

していることから、事業主は、従業員全員について必ずしも採用と同時に厚

生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の資

格取得日はオンライン記録と一致していることが確認できる。 

 

２ 申立期間②及び③については、申立人を記憶している同僚の供述から判断

すると、申立人が申立期間においてＢ社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、当時の人事記録、賃金台帳及び社会保険関係書

類は既に廃棄しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確

認できる関連資料は保管していないと回答している。 

また、前述の同僚は、自身もＢ社において勤務した期間のうち、厚生年

金保険被保険者記録が無い期間がある旨供述している。 

さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の

年金記録はオンライン記録と一致していることが確認できる。 

 

３ 申立期間④については、勤務内容に係る申立人の具体的な供述及び複数の

同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人がＣ社

に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｄ社は、当時の人事記録、賃金台帳及び社会保険関係書

類は既に廃棄しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確

認できる関連資料は保管していないと回答している。 

また、申立期間④にＣ社における厚生年金保険被保険者記録が確認でき

る同僚 15 人に照会したところ、回答があった 10 人からは、申立人の勤務

期間及び厚生年金保険の加入に関する供述は得られない。 

 

４ このほか、申立人の全ての申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として全ての申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



九州（大分）厚生年金 事案 4742 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ：  大正 15年生 

住    所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 20年９月１日まで 

 私は、女学校を卒業してすぐの昭和 19 年４月から終戦まで、Ａ社に女子

挺身隊として勤務していたが、厚生年金保険の記録が確認できない。申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社における上司として氏名を挙げた者の厚生年金保険被保険者

記録が、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認できること、

及び申立人の勤務内容に関する供述から判断すると、勤務期間の特定はできな

いものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

  しかしながら、適用事業所名簿によれば、同社は既に厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡しているため、申立人

の申立期間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況、事業主による厚生年

金保険料の控除等について確認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

  また、申立人が女子挺身隊として勤務していたとして氏名を挙げた６人の同

僚については、申立事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認できない

上、連絡先が不明であり、供述を得ることができない。 

  さらに、前述の被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）にお

いて、申立人の厚生年金保険被保険者記録は確認できない上、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者記号番号払出簿において、申立人の記号番号が払い出さ

れた記録は確認できない。 

  加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

  




